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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千 ／ha

H28有収水量 1,764,276  /年

② 施　設　 517 ha

％

③ 料　金

④ 組　織
組織体制を以下に示す。 平成28年度の職員数及び年齢構成等を以下に示す。

町長

検針 その他 合計

副町長 0 0 4 45.7

上下水道課

～21 22～29 30～39 40～49 50～59 60～

上水道係 事務・技術職員 0 0 1 2 0 1 4

下水道係 計 0 0 1 2 0 1 4

（２）

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

　経営比較分析表（平成27年度決算）参照。

北方町　　　　　　　　　　事業経営戦略

団 体 名 ： 岐阜県本巣郡北方町上下水道課

事 業 名 ： 北方町上水道事業

給水区域面積

水 源 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

施 設 数
浄水場設置数 1

管 路 延 長 107.941

千ｍ配水池設置数

法適 （ 全部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適
現 在 給 水 人 口 17,366 (H28)

有 収 水 量 密 度 3.413

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～ 年度

事業の現況

供 用 開 始 年 月 日 昭和50年　4月　　日 計 画 給 水 人 口 19,475

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

料金体系の概要
　基本料金：864円（12 ／月まで）
　超過料金：75.6円／ 
　メーター使用料：75.6円／月（13mmの場合）

考え方
　給水条例による。

2

施 設 能 力 10,516.5  ／日 施 設 利 用 率 74.5

4

これまでの主な経営健全化の取組

1.水道ビジョン、上水道長寿命化計画の策定
　事業計画の方針を定め、施設の機械・電気設備、管路について更新計画を策定し、施設・設備の重要度、経年化による老朽等、更新の優先
順位を検討し、効率的な更新を図った。
2.有収率の向上
　定期的な漏水調査を実施し、漏水箇所や老朽管を耐震管への布設替えにより有収率の向上を図ってきた。

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

　年 月 日

職員数（人） 平均年齢
(歳)損益勘定所属職員事務・技術

4

計
職員の年齢構成（歳）

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

水 道
簡易水道



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

料金収入の見通し

　将来計画の10ヶ年の料金収入は計画有収水量、給水戸数の推計値
より基本料金分の使用水量と超過水量を算出し、水道料金を乗じて料金
収入額とする。
　今後の10ヶ年においては、主として料金収入、内部留保金により経営を
維持していくが、更新需要の拡大、起債の償還による収支ギャップが生じ
ないよう効率的な施設更新を行い水道料金は現状維持を図るが、今後は
人口減少に伴う料金収入の減少が予想されるため、更新費用等の財源
確保のため水道料金改定を検討し、安定した事業運営を図る。

施設の見通し

　水道ビジョン、上水道長寿命化計画において策定した施設の更新計画に基づき、重要度や経年劣化による老朽化を考慮して、更新の優先順
位を設定し効率的な施設更新を図る。
　基幹管路（導水管、配水本管）については、長寿命管及び耐震管を採用し更新する。
　機械・電気設備については、定期的な点検整備、修繕を行い延命化を図る。

組織の見通し

　今後計画される施設・管路の更新の進捗状況及び施設の維持管理等、業務内容に対応できる適正な職員の配置を検討する。

給水人口の予測

　「北方町人口ビジョン（平成27年10月）」の推計値に準拠する。
　人口は若干の増加傾向にあるが平成32年度でﾋﾟｰｸを迎え、
減少傾向に進む。

　別紙「北方町　給水量の推移」参照。

　・計画給水人口＝行政区域内人口×給水普及率(95.38～97.78%)
　　※給水普及率はH29からH48の20年間で目標100%となるよう計画する。

水需要の予測

　計画有収水量は平成18年度～平成27年度の過去10ヶ年の実績値に
傾向曲線を当てはめて将来値を推計する時系列傾向分析により算出する。

　・生活用水量原単位（一人一日平均使用水量）
　　　　　　　　＝過去10ヶ年の実績値より推計する。
　・生活用水量＝計画給水人口×生活水量原単位
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一人一日平均使用水量）
　・業務、営業用水量、工場用水量（大口使用者）
　　　　　　　　　　＝過去10ヶ年の実績値より推計する。

　別紙「北方町　給水量の推移」参照。

　原単位の一人一日平均使用水量や大口使用水量は近年の実績を
一定に推移すると予測される。
　給水人口が若干、増加傾向にあるため、同様に一日有収水量も
若干の増加傾向となる。
　節水による有収水量への影響は見込んでいないが、水需要の影響が
大きく表れる配水管の漏水箇所の早期布設替えを行うことで有効率及び
有収率の向上を見込んでいる。
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

計画期間内の建設改良事業の主な内容・事業費

年度別事業計画一覧 （単位：千円）
H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

10,476 10,670 39,550 7,641 14,732 106,810 90,236 25,342 33,169 48,353

0 0 0 0 0 0 0 0 8,140 0

42,447 41,928 26,284 44,457 52,699 0 0 45,595 28,566 20,675

52,923 52,598 65,834 52,098 67,431 106,810 90,236 70,937 69,875 69,028

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　厚生労働省新水道ビジョンの理想像である「安全」、「強靭」、「持続」を基本理念とし、次のとおりとする。

1.「安全」・・・水道水の安全の確保
　水道水源の水質保全、適切な浄水処理、管路内の水質保持に努め、いつでもどこでもおいしい水を供給する。
　維持管理における監視体制を徹底し、監視強化を図る。
2.「強靭」・・・確実な水道の確保
　地震等の災害時においても水道施設の健全度が低下しないよう、施設の耐震化を図る。
　建屋、配水池等の構造物については耐震診断により耐震性の評価を行い、耐震性の有無により対策を講じる。(水源地の建屋、配水池につい
ては耐震診断及び耐震補強済み)
　老朽施設、機器及び管路については、施設の重要度により更新の優先順位を決め、有効な更新を図る。
3.「持続」・・・供給体制の持続性の確保
　人口減少傾向に伴う料金収入の減少においても健全かつ安定した事業運営が可能な水道施設の構築を目標とし、水道施設の必要性、健全
な水道施設の在り方を住民に理解いただき、合理的な施設規模の検討と水道料金の設定を行う。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

項　　　目

水源地　機器更新

３号取水　機器更新

管路更新

①　収支計画のうち投資についての説明

・有収率：H39度=83.2％（←H27度実績60.5％）
・管路更新率：H39度(H30～H39度間の上昇率)=4.3％（←H27度実績0.4％）
　計画的な管路更新による有収率の向上、収益性の改善を図るため、有収率、管路更新率を目標設定とする。

①水源地
　平成30年度より継続して耐用年数を考慮し、老朽機器更新工事を実施する。
②３号取水
　平成38年度に取水ポンプ、電動弁等機械設備の更新工事を実施する。
③管路
　平成30年度より継続して漏水箇所や40年以上経過した老朽管の布設替えを実施する。

=   0.4％

　年度別建設改良費の設定額や、機器、設備等の更新サイクルについては、平成28年度に策定した長寿命化計画及びアセットマネジメントの
方針に基づき設定している。

・施設利用率：H39度=56.5％以上
　水需要に対して配水能力が過大になっていないかどうかを確認し、施設規模のダウンサイジング等により施設
規模の適正化、効率的な施設運用を図るため施設利用率を目標設定とする。

目標

更新延長(H30-H39)

 4,612.21ｍ

/    管路総延長  ×100   

=   4.3％/  106,344.00ｍ  ×100 　

=  管路更新率(H30-H39)

H27度更新延長 /    管路総延長  ×100   =  H27度更新率            

 465.90ｍ /  106,344.00ｍ  ×100 　

　計画期間内の建設改良費の主な財源は、企業債、水道料金収入、内部留保資金としている。
　今後は機器、設備、老朽管の更新費用が増加していくため、更新については重要度による優先順位付けにより年度ごとの事業費を抑え計画
するが、それ以上に機器・管路等の更新需要が拡大していくため、定期的な更新計画の見直し、水道料金改定等の財源確保の検討が必要とな
る。

別紙「料金収入、企業債支払の推移」参照。

　配水ポンプや計装機器等の延命化を図るため、更新計画に定期的な点検整備費を見込む。

合　　　計

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標

・経常収支比率：H39度=127.7％以上
給水収益等の総収益で、総費用に企業債償還金を加えた額をどの程度賄えているか、健全経営を続けていく
ための改善点を洗い出すといった観点から経常収支比率を目標設定とする。

・企業債残高対給水収益比率：H28実績（109.33％）以下
投資規模や料金設定等、企業債残高の規模が適正であるか、経営改善を図る必要があるかどうかを分析する
ため、企業債残高対給水収益比率を目標設定とする。
　H36までは内部留保資金を使用するため100％以下で減少する。しかし、H37からは企業債の使用により100％
を超え上昇するため、建設改良費の効率的な運用を図る。

・料金回収率：H28実績（111.0％）以上
給水に係わる費用がどの程度給水収益で賄えているか、料金水準を評価するため料金回収率を目標設定とす
る。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

　民間委託の業務内容拡大を検討する。
民間の資金 ・ ノ ウハウ等の活用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

　管路更新時の使用管種について、地盤状況により耐震性も含め経済性を考慮する。
　下水管布設替時の水道管同調埋設や、掘削深さ1.5ｍ以内で自立性が確保できる地盤であれば状況
に応じて管路床掘の掘削勾配を直掘にするなど経費削減を図る。

料 金
　現状維持を図る。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　適切な給水量、電気料金の削減、有収率の向上等、施設規模の見直しにより効率的な施設運用を
目指し、適正な施設能力への変更を図る。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　計画給水量の見直しにより、適正な施設規模による運営を図る。

施設 ・設備の長寿命化等の
投 資 の 平 準 化

　機器の点検整備を重点的に行い、機器の延命化、更新計画の見直しを行う。
　アセットマネジメントにより施設更新の平準化を検討する。

企 業 債

　計画初期段階は内部留保資金の運用により更新費や建設改良費を賄うが、更新費の大きい機械、
電気設備に対して起債借入を計画する。
　老朽管更新に対しても同様に、更新時期が重なり更新需要が拡大する場合は起債借入を計画する。

繰 入 金
　一般会計からの繰入も多少は見込む計画とする。

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

　配水池や機械棟屋根等の余剰用地を活用した太陽光発電システムの導入を検討する。

広 域 化
　ランニングコストの縮減に向けて今後の検討とする。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　毎年度に進捗管理を実施し、3～5年毎の見直しでは近年の状況より大きな変動がみられないため、
10年毎等の定期的な水需要予測、更新需要等の動向調査を行う。その結果に基づき、事業内容の確
認、修正を行い、経営戦略の見直しを図る。

動 力 費
　管路の漏水調査を強化することにより有収率の向上に努め、機械の効率的な運用を図り、費用を抑
制する。
　また、動力費の削減に向けて、太陽光発電システムの導入を検討する。

職 員 給 与 費
　組織再編を含め検討する。

そ の 他 の 取 組
　有識者の活用や、新素材、新工法の活用により事業費の削減を図る。　

そ の 他 の 取 組
　国庫補助メニューの活用を検討する。

委 託 料
　水道施設の維持管理業務について第３者委託を検討する。

修 繕 費
　専門の第３者委託による定期点検の強化により修繕費の削減を図る。

そ の 他 の 取 組



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 154,165 151,929 154,401 154,808 155,640 175,113 175,322 175,543 176,182 175,973 176,268 176,317 176,698
(1) 142,975 144,080 146,158 146,565 147,397 166,870 167,079 167,300 167,939 167,730 168,025 168,074 168,455
(2) (B) 5,722 2,791 2,791 2,791 2,791 2,791 2,791 2,791 2,791 2,791 2,791 2,791 2,791
(3) 5,468 5,058 5,452 5,452 5,452 5,452 5,452 5,452 5,452 5,452 5,452 5,452 5,452
２． 12,342 12,417 551 551 551 551 551 551 551 551 551 551 551
(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 11,932 11,971 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 410 446 551 551 551 551 551 551 551 551 551 551 551

(C) 166,507 164,346 154,952 155,359 156,191 175,664 175,873 176,094 176,733 176,524 176,819 176,868 177,249
１． 122,508 117,878 121,605 120,833 116,777 113,713 113,205 113,668 112,114 117,600 120,514 122,361 124,323
(1) 30,799 25,861 30,311 33,079 33,079 33,079 33,079 33,079 33,079 33,079 33,079 33,079 33,079

15,841 14,131 16,849 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000
2,512 1,736 2,171 2,171 2,171 2,171 2,171 2,171 2,171 2,171 2,171 2,171 2,171
12,446 9,994 11,291 13,908 13,908 13,908 13,908 13,908 13,908 13,908 13,908 13,908 13,908

(2) 49,996 49,909 49,356 49,038 48,774 48,433 48,133 47,838 47,598 47,286 47,022 46,758 46,540
16,100 13,060 15,179 14,893 14,656 14,348 14,078 13,813 13,597 13,316 13,079 12,841 12,641
8,483 13,594 11,403 11,403 11,403 11,403 11,403 11,403 11,403 11,403 11,403 11,403 11,403
1,471 1,193 1,406 1,379 1,357 1,329 1,304 1,279 1,259 1,233 1,211 1,189 1,171
23,942 22,062 21,368 21,363 21,358 21,353 21,348 21,343 21,339 21,334 21,329 21,325 21,325

(3) 41,713 42,108 41,938 38,716 34,924 32,201 31,993 32,751 31,437 37,235 40,413 42,524 44,704
２． 9,027 8,000 6,941 5,887 4,779 3,641 2,585 1,723 2,173 3,534 4,715 5,818 6,949
(1) 8,690 7,663 6,604 5,550 4,442 3,304 2,248 1,386 1,836 3,197 4,378 5,481 6,612
(2) 337 337 337 337 337 337 337 337 337 337 337 337 337

(D) 131,535 125,878 128,546 126,720 121,556 117,354 115,790 115,391 114,287 121,134 125,229 128,179 131,272
(E) 34,972 38,468 26,406 28,639 34,635 58,310 60,083 60,703 62,446 55,390 51,590 48,689 45,977
(F)
(G) 240 271 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) △ 240 △ 271 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

34,732 38,197 26,406 28,639 34,635 58,310 60,083 60,703 62,446 55,390 51,590 48,689 45,977
(I) 174,826 201,404 164,401 102,807 58,446 20,081 △ 5,109 20,474 51,677 84,623 110,513 132,603 151,792
(J)

(K)

( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 148,443 149,138 151,610 152,017 152,849 172,322 172,531 172,752 173,391 173,182 173,477 173,526 173,907

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

0

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

0 0 0 0 0 00 0 0 0 0 0

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

営 業 外 費 用

流 動 資 産

そ の 他
支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

そ の 他 補 助 金

支 払 利 息

そ の 他
収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費

３８年度

そ の 他
営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金

３９年度

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益

本年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度

長 期 前 受 金 戻 入

３５年度 ３６年度 ３７年度



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 0 0 0 0 0 0 0 54,956 87,050 73,542 57,814 56,948 56,258

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 21,801 26,096 13,856 9,791 9,731 12,179 9,638 12,475 19,760 16,694 13,123 12,927 12,770

９． 7,508 4,637 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

(A) 29,309 30,733 16,856 12,791 12,731 15,179 12,638 70,431 109,810 93,236 73,937 72,875 72,028

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 29,309 30,733 16,856 12,791 12,731 15,179 12,638 70,431 109,810 93,236 73,937 72,875 72,028

１． 59,329 65,509 74,896 52,923 52,598 65,834 52,098 67,431 106,810 90,236 70,937 69,875 69,028

２． 22,355 23,381 23,001 24,056 25,163 24,717 21,642 17,220 9,717 8,979 2,236 388 396

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 81,684 88,890 97,897 76,979 77,761 90,551 73,740 84,651 116,527 99,215 73,173 70,263 69,424

(E) 52,375 58,157 81,041 64,188 65,030 75,372 61,102 14,220 6,717 5,979 △ 764 △ 2,612 △ 2,604

１． 50,173 41,580 81,041 64,188 65,030 75,372 61,102 14,220 6,717 5,979 0 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 2,202 16,575 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 52,375 58,155 81,041 64,188 65,030 75,372 61,102 14,220 6,717 5,979 0 0 0

0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 764 △ 2,612 △ 2,604

(G)

(H) 180,903 157,522 134,521 110,465 85,302 60,585 38,943 21,723 66,962 145,033 216,339 273,765 330,317

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

３６年度 ３７年度 ３８年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 ３５年度２９年度

補  財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

本年度

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他会計長期借入返還金

固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

３８年度

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助金

３９年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

本年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度

工 事 負 担 金

３５年度 ３６年度 ３７年度




